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  給与所得のみの方が居住用財産を譲渡し、その譲渡により生じた損失額を翌年以後に繰り越す場合

（措法41の５を適用する場合） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ28   ５    13 

１ 「分離長期譲渡所得」の金額 

 ・ 「収入金額」   30,000,000円   ・ 「必要経費」   58,000,000円 

 ・ 「所得金額」  △28,000,000円 

（必要経費の内訳） 

 ・ 取得価額     60,000,000円（土地：30,000,000円、建物：30,000,000円） 

 ・ 償却費相当額    3,240,000円   ・ 譲渡費用      1,240,000円 

（買換資産の内訳） 

 ・ 取得価額     48,000,000円（土地：26,000,000円、建物：22,000,000円） 

２ 「給与所得」の金額 

 ・ 「所得金額」    6,100,000円 

【記載例１】 

○市××町△△ 

１－２－３ 国税 一郎 

○○○ 

△△△－×××× 

×市△△町○○ 

５－５－５ 
同 左 

自己の居住用 134 187 

×市○○町×× 
２－８－４ 同 左 

(株)○○不動産 

30,000,000 

30,000,000 

3,240,000 

30,000,000 

1,240,000 1,240,000 

△28,000,000 

○市××町△△ 

１－２－３ 

同 左 

125 

 

240 

Ｒ６  ９  25 Ｒ６  ９  25 

Ｒ６   10  ９ 

48,000,000 22,000,000 26,000,000 

○市××町×× 

６－７－８ 

同 左 

(株)△△住宅販売 

××銀行 

20,200,000 

コクゼイ  イチロウ 

同 左 

同 左 

《措法41の５適用初年度》 

自己の居住用 

 

自己の居住用 自己の居住用 

Ｒ６    ３    ８ 

 Ｒ６   ５    10 

Ｈ28    ５     Ｒ６    ５ 

 

Ｈ28   ５    13 

６ 

30,000,000 

60,000,000 

3,240,000 

56,760,000 

△28,000,000 

Ｒ６   ３   ８ 

 Ｒ６   ５    10 

30,000,000 

26,760,000 

 「確定申告書等作成コーナー」で申告書等を作成すると、税額などが自動計算され便利です。 
この記載例のケースについても、「確定申告書等作成コーナー」の画面の案内に沿って売買契約書等

に記載された金額などを入力することで、申告書等を作成することができます。 

住所、氏名などを記載します。 

売買契約書に記載された物件の所

在地を記載します。 

売却直前の利用状況、面積、居住

期間を記載します。 
 なお、マンションをお売りになっ

た場合の「面積」は、次のように記

載します。 
○ 建物の部分 
  あなたが所有している建物の専

有面積 
○ 土地（敷地権）の部分 
  マンションの敷地全体の面積と

あなたの敷地権の持分 

 「譲渡契約締結日」は、売買契約

書の契約年月日を記載します。 

「譲渡した年月日」は、通常、登

記に必要な書類などを買主に交付し

て、最終代金を受領した日となりま

す。 

譲渡代金の総額を記載します。 
共有であった場合には、持分に応

じた譲渡価額を記載します。 

新たに買い換えた資産（自宅）に

関する内容を所定の欄に記載しま

す。 

この金額を「居住用財産の譲渡損

失の損益通算及び繰越控除の対象と

なる金額の計算書【租税特別措置法

第 41 条の５用】」の①欄に△を付け

ないで記載します。 
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 譲渡損失の記載に当たっては、次

の点にご注意ください。 

① 総合譲渡所得（金地金などの売

却）や一時所得のない場合で、第

一表の所得金額等「①事業（営業

等）」欄から「⑥給与」欄までの

金額及び「⑩雑（⑦から⑨までの

計）」欄の金額の合計が黒字の場

合には、そのまま譲渡損失の金額

の前に△を付して記載します。 

② ①以外の場合には記載手順が

異なる場合がありますので、税務

署にお尋ねください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《第三表》 

確定 ６ 

○市××町△△１－２－３ 

３０００００００ 

申告書第一表及び第

二表の記載方法の詳細

は、「令和６年分所得税

及び復興特別所得税の

確定申告の手引き」をご

覧ください。 

△28,000,000 

コクゼイ イチロウ 

国税 一郎 

４１ １ ５ 

58,000,000 

長期 
・ 

一般 

×市△△町 
○○5-5-5 

△28,000,000 

△２８００００００ 

△２１９０００００ 

０ 

第一表の所得金額等「⑫合計」欄

の金額(給与所得の金額(6,100,000

円))から「居住用財産の譲渡損失の

損益通算及び繰越控除の対象とな

る金額の計算書【租税特別措置法第

41条の５用】」（次ページ参照）③欄

の金額（28,000,000円）を差し引い

た④欄の金額(△21,900,000円)を

記載します。 

「特例適用条文」を記載します。 

「区分」を記載します。 

譲渡損失の書き方 
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○市××町△△ 
１－２－３ 国税 一郎  

コクゼイ イチロウ 

６ 

28,000,000 

28,000,000 

28,000,000 

21,900,000 

21,900,000 

「居住用財産の譲渡損失の金額

の明細書《確定申告書付表》」の⑥

の合計欄の金額を△を付けないで

記載します。 

青色申告をしている方で該当が

ある場合に記載します。 

白色申告をしている方で該当が

ある場合に記載します。 

譲渡した土地等の面積が 500  を超える場合

には、この算式で計算します。 

この金額が翌年以後に繰り越される譲渡損失

の金額となります。 

この記載例の場合は、①欄の金

額以外に土地建物等の譲渡所得の

金額がありませんので、①欄の金

額をそのまま記載します。 

この記載例の場合には次のと

おりとなります。 

「給与所得」 「③欄の金額」 

6,100,000円＋△28,000,000円 

＝△21,900,000円 

 ④欄には、この金額を△を付け

ないで記載します。 

 ④欄の記載に当たって、総合譲

渡所得の黒字の金額又は一時所

得の黒字の金額がある場合は、③

欄の金額からその黒字の金額を

差し引いた金額を基に計算しま

す（③欄の金額よりその黒字の金

額が多い場合は、０として計算し

ます。）。 

21,900,000 


